
2019年10月1日以降、帳簿や請求書には、
これまでの記載事項に加え、
帳簿には「軽減税率の対象品目である旨」の、
請求書等には「軽減税率の対象品目である旨」及び
「税率ごとに区分して合計した税込対価の額」の
記載が必要になります。

※2023年10月１日以降は、「適格請求書等保存方式」（いわゆるインボイス
制度）が導入され、区分記載請求書等の保存に代えて、適格請求書等の保
存が仕入税額控除の要件となります。なお、適格請求書は、税務署長に申請
して登録を受けた課税事業者（適格請求書発行事業者）が発行できます。

　消費税は、転嫁を通じて最終的には消費者が負担することを予定している税です。消費税の円滑かつ適正な転嫁に
ご理解とご協力をお願いします。なお、政府において事業者の皆さんに値付けなどの参考にしていただけるよう、「消
費税率の引上げに伴う価格設定について（ガイドライン）」を公表しています。
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軽減税率の対象商品の販売を行っている中小の小売事業者等
原則 3／4（３万円未満のレジ購入の場合、4／5補助）
1台あたり20万円（※）、券売機１台あたり20万円

2019年9月30日まで（契約等の手続き）、12月16日まで（設置・支払い・補助金申請）

※商品マスタの設定等が必要な場合にはプラス２０万円で上限４０万円。

ht tps: / /www.cao.go. jp / tenkata isaku/ index.html

・都道府県・市区町村

軽減税率制度についての詳しい情報は、国
税庁ホームページ内の特設サイト「消費税
の軽減税率制度について」をご覧ください

軽減税率対策補助金については「軽減税
率対策補助金事務局」のホームページを
ご覧ください

区 分 記 載 請 求 書 等 保 存 方 式（※）
① 課税仕入れの相手方の氏名又は名称
② 課税仕入れを行なった年月日
③ 課税仕入れに係る資産又は役務の内容

（軽減税率の対象品目である旨（※））
④ 課税仕入れに係る支払対価の額

転嫁対策の概要や
ガイドラインのURLは

新しい記載ルールに則った帳簿･請求書等の記載が必要です

軽減税率対応には、国の支援があります
まずはチェック！
今使っているレジが複数税率に対応しているかレジメーカー等に確認する。
2019年9月30日までに導入・改修に関する契約等の手続きを完了し、12月16日までに設
置・支払い・補助金申請を完了する。

消費税の円滑かつ適正な転嫁について、ご存じですか？

「 軽 減 税 率 対 応レジ 」の 導 入 等 支 援 の 概 要

※内閣府消費税価格転嫁等相談対応室の
設置する回線です。

受付時間：
９時～17時（土日祝除く）

（令和元年９月・10月は土曜日も受付）

消費税価格転嫁等
総合相談センター

０１２０-２００-０４０ 
0570-200-123

転嫁、広告・宣伝、
価格表示、

便乗値上げ等に
関するご相談は

※独立行政法人中小企業基盤整備機構の設置する回線です。  

受付時間：9時～17時（土日祝除く）
(令和元年９月・１０月は土曜日も受付)

※国税庁の設置する回線です。

レジ補助金に
関するご相談は

軽減税率対策補助金事務局
０１２０-398-111
0570-081-222

軽減税率制度に
     関するご相談は

消費税軽減税率電話相談センター
 0120-205-553
 0570-030-456

受付時間：9時～17時（土日祝除く）
（令和元年９月・10月は土曜日も受付）

国税庁　軽減税率 検索 軽減税率対策補助金 検索
クリック!クリック!

例えば帳簿については次のような記載が必要です。

より詳しく知りたい方は…

※上記の例では、「税区分」欄に８％と記載することにより、「軽減税率の対象品目である旨」
を表記しています。




